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聴覚障害のある労働者が職場で望んでいること 

―Z社の聴覚障害のある社員に対するアンケート調査の自由記述の分析から― 

 

中山亜紀子 

 

What Deaf or Hard of Hearing Workers Want in the Workplace: 

Analysis comments for a questionnaire survey of Deaf or Hard of Hearing employees at 

Company Z 

 

Akiko NAKAYAMA 

 

キーワード：聴覚障害者、労働者、KJ 法、職場の雑談 

 

1．はじめに 

 

聴覚障害者は、他の障害者に比べて産業界におけ

る雇用が比較的早くから進んできた(岩山 2013)。一

方で、聴覚障害のある労働者は職場における「コミ

ュニケーション」に困難を抱えている（日常的なコ

ミュニケーション）と言われ、講習会や社内での訓

話などがわからない（情報保障）、日常的な社員同

士のコミュニケーションが難しい、聴者の社員が障

害を理解する必要性が繰り返し言及されている（戸

田 2019、水野 2014）。筆者は、2019 年度下半期に、

Z 社で働く聴覚障害者を対象として、Z 社の現状と

改善策を考えるための調査を行う機会を得た１）。 

Z 社は、1980 年代から聴覚障害者を雇用し始め、

現在 100 名程度の聴覚障害者を雇用している東証一

部上場の製造業の企業である。現在 Z 社は、聴覚障

害者の支援に積極的に関わっており、障害者の雇用

に関わる問題改善のための窓口（サポートデスク）

を設置するほか、手話通訳２名を専属雇用している。

現在は、サポートデスクを通じて予約をすれば、ミ

ーティングや上司との打ち合わせ、スキルアップの

トレーニングなどに手話通訳が同席できるようにな

っている。また社長講話など重要な会社の方針は、

文字放送に加え手話通訳をつけて全社に流され、グ

ループミーティングの内容などもメールで事前に配

信するよう促すなどの情報保障を積極的に行ってい

る。さらに、サポートデスクを中心に、新入社員を

対象として、聴覚障害に対する理解向上のための研

修なども行っている。これらの取り組みは、聴覚障

害のある労働者に対する支援がなかなか進まない日

本において、先進的だと言える。 

また、Z 社の特徴として、聴覚障害のある社員を

特定の部署に集中させるのではなく、分散して配置

していることが挙げられる２）。広大な敷地に本社と

いくつもの工場をもつ Z 社において、100 名を超す

聴覚障害者が雇用されていたとしても、同じ部署で

顔を突き合わせながら勤務している場合は少ない。 

筆者らが許された調査は、後述するアンケート調

査の他、Z 社の有志メンバーが主催する手話サーク

ルへの定期的な参加、人事部へのインタビューが主

なものだったが、調査過程において二つの疑問が生

じた。一つは、誰とどのようにコミュニケーション

をとることが働きがいに影響を与えているのかとい

う点である。ろう者の就労には、上に述べたように

コミュニケーションとそれに関わるろう者の孤独が

多く記述されている（Foster 1996、中島 2017 など）。

Z 社で働く聴覚障害者には、中途失聴者や難聴者も

多く含まれており、ろう者と全く同じだと考えるこ

とはできないが、聴覚障害のある労働者が分散して

就業している Z 社の現状が、彼らの働きがいにどう
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影響を与えているのか知りたかった３）。二つ目は、

Z 社では手話通訳の専属雇用や設備の改善が重ねら

れているが、どのような課題が残されているかとい

う点だった。これは聴覚障害者だけではなく、外国

語学習にも関わるが、インターネットや携帯電話の

アプリなどの技術革新は目覚ましく、翻訳機や音声

入力機器の導入によって、異言語間コミュニケーシ

ョンの様相は変わろうとしている。しかし、技術に

よってすべてがカバーできるのか、何が課題として

残るのかという疑問が生じた。 

この調査結果の一部はすでに公表しているが（中

山ほか 2021）、本稿では分析が未着手であった 2020

年実施のアンケート調査の自由記述を中心に考察す

る。 

 

2．調査と結果 

 

2.1 調査の概要 

中山らが 2020 年２月~３月に行ったアンケート

調査は、Z 社で働く全聴覚障害を持つ社員を対象に

行われ、132名中82通の回答を得た（中山ほか2021）。

聴覚障害のある社員は、１）聴者の同僚や上司とコ

ミュニケーションをとるために、自らが最も好む方

法以外の方法を用いている場合が多いということ

（図１参照）、２）聴者の同僚＞聴者の上司＞聴覚

障害のある同僚の順で、仕事上のこと、私的なこと

を問わず話せる関係にあることが、働きがいと相関

があることがわかった。さらに、３）聴者の同僚や

聴者の上司とさまざまなトピックについて話せると

回答した人は、全体的には半数程度であったが、最

も肯定的な回答を選んだ人の割合は 10％以下であ

った。聴覚障害のある同僚と職場で接する機会が限

られた状況におけるものだという留意が必要である

が、これらの結果は、Z 社で働く聴覚障害のある社

員にとって、同じ職場の同僚や上司が働きがいに影

響を与える重要な人々であることを意味している。

聴覚障害のある社員たちは、コミュニケーションの

ために、コミュニケーションの手段を柔軟に変えて

いたが、様々なトピックについて話せる関係がなか

なか得られないという Z 社における状況が描かれて

いると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 好むコミュニケーション方法と実際使用す

る方法 

 

また、アンケートでは、「あなたは次の場面に参

加する時困ったことがありますか」という質問を行

った。それに対して、４件法で回答を得た（図２）。

特に目立つのは「交流イベント」、「同僚との普段

のやり取り」で、半数以上の回答者が困難を感じた

ことがあると回答している点である。またその他の

項目についても 40％程度の回答者が困難を感じた

ことがあるとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 参加場面による困難さ 

 

よりよい関係を構築しようとしても、普段のやり

とりや、交流イベントで問題があるなら、どうすれ

ばいいのだろうか。 

本稿の対象となる自由記述は二か所で、上記の「あ

なたは次の場面に参加する時困ったことがあります

か」に続いて、１）「どんな困ったことか」と具体

的な困難を聞いた。また、聴者の上司や同僚、聴覚
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障害のある同僚別にどんな話ができるのかを聞いた

あとで、２）「これからどんな配慮や工夫があれば、

職場はもっと働きやすくなると思いますか。自由に

書いてください。」と改善策を求めた。これは現在

の状況を、問題点と改善策という二つの側面から聞

いていることになる。１）については、30 名から、

２）については 45 名から回答があった。 

 

2.2 分析方法 

自由記述欄の分析に KJ 法を用いた。KJ 法は、一

見つながりのなさそうなデータからつながりを見出

し、図示し、記述するには非常に優れた方法である。

今回のデータには時間軸はなく、Z 社における聴覚

障害のある社員がどのようなコミュニケーションを

とっているのか現状を把握し、改善策を考えること

が目的のため、KJ 法が適していると考えた（川喜多

1967）。川喜多（1967）に従い、「ひとまとめの構

造を持った部分、ひとまとまりの構造をもった意味

内容のエッセンス（p.69）」を最小単位として、項

目（見出し）を作った。その結果、１）については

72 項目が、２）については 75 項目が作られた。そ

れらをまとめ、図示したものが図３、文章として記

述したものが 2‐3 である。 

 

2.3 調査の結果 

 大きな見出しは３つ（現状、改善策、雑談への希

望）であり、さらに現状は（分からない、周囲の反

応）の２つに、改善策は（自分から動く、サポート

を求める、聴覚障害への理解を増やす）の３つに分

けられた。末尾の図３と以下の記述に結果を示す。 

 

＜記述＞ 

 図３を記述すると、以下のようになった。 

【分からない】Z 社で働く聴覚障害のある社員たち

は、残業やお知らせの社内放送、消火訓練、スキル

アップの訓練、朝礼など、大勢の中の一人として扱

われるとき、特に「わからない」感覚を抱えていた。

パワーポイントでの表示や PC 入力などのサポート

があっても、わからない場合があった。特に問題に

なるのは雑談と飲み会で、雑談ができないため、情

報が少なく、寂しい感じがし、また必要な情報を知

らされない場合もあった。飲み会は、本来は楽しい

はずだが、何が話されているのかわからなかったり、

筆談を続けなければならないので楽しくない。 

＜サポートしてくれる＞周囲の人は、手話で会話

してくれたり、筆談で内容を伝えてくれたり、事後

に内容を教えてくれており、今のままでいいと感じ

ることもある。 

【周囲の反応】しかし、徐々にその配慮がなくなっ

てわからないままの状態に置かれたり、周囲の人が、

文字による情報の必要性を理解していなかったり、

障害特性をわかっていないため、コミュニケーショ

ンがうまくいかないと、苛立ったりしていた。また

ひどい場合は、周囲から口話のイントネーションを

バカにされたり、飲み会に行かないことを叱責され

たりしていた。飲み会も、話がわからないので行き

たくないと言っても強制的に参加させられるといっ

た状況にある。 

【自分から動く】このような現状に対して、聴覚障

害のある社員たちは、自分から他の人に聞いて必要

な情報を得たり、手話通訳に来てもらう、障害のこ

とを周囲の人に伝えてサポートを求めるなどの行動

をおこしていた。 

【サポートを求める】また、一般企業で働くことに

不慣れな新人に対する人事部の支援やサポートシス

テム、および情報保障を求めていた。具体的には、

手話通訳を増やす、手話通訳のシステムを使いやす

くする、放送内容をメールで配信する、筆談を便利

にする、LINE グループで文字を使った連絡ができる

ようにする、音声を文字にする設備の設置、スマホ

の文字変換アプリの使用などである。 

【聴覚障害への理解を増やす】聴覚障害への理解を

増やすことも必要だと考えていた。一人ひとり異な

る「聞こえ」について説明する機会を持つこと、聴

覚障害者への理解を増やす目的で、周囲の人に手話

を覚えてもらったり、手話勉強会をしたり、手話の

テキストを置いたりという方法が挙げられていた。 

 ＜雑談への希望＞また、周囲の理解によって手話

を使う人が増えたり、ソフトウェアなどの精度が上

がることによってより多くの人と「雑談」をするこ

とができることを希望していた。 
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3．考察 

 

 自由記述の分析で明らかになった Z 社で働く聴覚

障害のある社員を取り巻く状況は、従前から言われ

ている「情報保障」「聴者への教育」「日常的なコ

ミュニケーション」という３点に、大きくは収斂さ

れると考えるが、「雑談」がキーワードとして浮か

んできた。以下詳しく説明する。 

 

3.1 雑談への希望 

 自由記述の中には、「楽しく雑談できるようにす

ればいいママ」「自分の職場だけではなく、他の職場

の人とも挨拶できるようにしたい」など、自分の周

囲の人と「雑談」や「挨拶」を行いたい（日常会話）

という記述があった。音声文字入力への期待にも、

「誰とでも会話できる」という意見がある。「ろう

者のいるチームに手話ができる人がいると嬉しい」

という記述も、情報保障の側面と、日常的にコミュ

ニケーションをしたいという側面があると考えられ

る。 

 雑談は、冗談や軽口と同様、その価値は十分に認

識されていないが、ホワイトカラー、ブルーカラー

を問わず、職場のコミュニケーションの中に偏在し

ている（Holmes and Stubbe 2003）。Holmes らの研

究では、天気、休暇中の活動、いっしょに参加した

イベント、ファッションなどがトピック４）となる

Social talk が、健康を気遣う言葉や、挨拶などの

交感的言語使用（Phatic communication）を伴って

行われていた。これら Social talk と交換的言語使

用を合わせて雑談と言われているのだが（清水

2017）、業務に関する話の前後や休憩中が、雑談が

行われる時間となっていた。特に企業内での雑談に

は、「同僚間に相互信頼の関係、心が通い合った状

態を生じさせ、連帯感を志向させる機能がある」（清

水 2017; 11）という。また、雑談には、一方向の情

報伝達ではなく、短いやり取りの応酬という特徴が

ある。 

 雑談などの日常的な会話を行いたいという記述は、

前稿の結果と照らし合わせた場合、その重要性がよ

く見える。中山ら（2021）では、働きがいに影響を

与えているのは、聴者の同僚＞聴者の上司＞聴覚障

害のある社員の順で、仕事のことだけではなく、私

的なことまでコミュニケーションできることであっ

た。つまり、職務上の会話だけではなく、私的なこ

と＝「雑談」が聴覚障害のある社員の働きがいに影

響を与えているのである。しかし、それが強く達成

されていると感じている回答者は少数であった。多

くの聴覚障害のある社員は、同じ職場で働き、日常

的に顔を合わせる上司や同僚との雑談への期待を持

ちながら、雑談を行うことができないという状況に

あることがわかる。 

なんらかの方法で、挨拶などの交感的言語使用も

含めた他愛もない「雑談」を行い、同僚間の信頼を

作り、連帯感を志向させる方法を考える必要がある

のではないか。しかし、それは難問でもある。 

一つ目の問題は、どのような言語を使うのかとい

う問題である。聴者の社員が手話を学ぶには時間が

かかり、聴覚障害のある社員の中にも手話が得意で

はない人がいる。二つ目の問題は、どの程度、機器

を使った間接的コミュニケーションを使って人間関

係を醸成するという目的が達成されるのかという点

である。アンケートの記述にもあったように、音声

文字変換ソフトを使うという方法もある。しかし、

スマホなどのデバイスを出して、アプリを立ち上げ、

入力するためのタイムラグは、本当にここで聴覚障

害のある社員が望んでいることにふさわしいだろう

か。ドイツとポーランドの国境の町でフィールドワ

ークを行った木村（2021）は、通訳や機械翻訳など

「言語的仲介は、異言語および言語をとおして表現

される文化との直接の接触を回避することにつなが

る側面を持つ。」（p.80）と指摘する。実用的で業

務に関わる内容ではない、いわば「気楽」な雑談の

目的は、人間関係を作ることであり、デバイスを使

う方法にも限界があると考えられる。 

 

3.2 「情報保障」「聴者への教育」のさらなる必要性 

聴覚障害のある社員たちは、業務遂行のための情

報を的確に伝達する「情報保障」の必要性を記述し

ていた。それには様々なツールが含まれていた。文

字によるお知らせ設備の導入、筆談器具、UD トー

クの導入、手話通訳のさらなる雇用、より使いやす

い手話通訳システムの構築など、すでに一定程度の
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改善が行われている Z 社においても、聴覚障害者が

求める点は多くあった。 

 自由記述の中には、聴覚障害者への理解を求める

声も多かった。聴覚障害者についての知識（聴覚障

害者と一口に言っても内部には大きな多様性を抱え

ているということ、聞こえやすさは対話の相手や体

調によって異なることなど）は、一般的に広く知ら

れているとは言えない。聴覚障害についての知識や

コミュニケーション方法は、すでに Z 社の社員教育

に導入されているが、自由記述には、周囲の無理解

から葛藤が生じていることが明らかになった。同時

に手話を学んでほしいという記述も複数あったが、

「手話勉強会という交流があればいい」という記述

に見られるように、聴覚障害者への理解を促進する

という象徴的な意味ではないかと考えられる。 

 このように、自由記述の分析からは、従前から指

摘されている情報保障の必要性、聴者への教育の、

さらなる必要性が表れていると考えることができる。 

 

3.3 可能な改善策 

 以上のように、聴覚障害のある社員の現状を分析

した。以下では、アンケートと自由記述の分析、お

よび言語教育学や異文化間コミュニケーションの知

見から、考えられる改善策について述べたい。 

 まず、当事者である聴覚障害のある社員が、自分

たちの働きやすい環境を作るための対策づくりに加

わる機会を持つことである。近年、さまざまな障害

を持った人々が、自らの障害や生き方（生きにくさ）

について自分の言葉で語り、理論化しようという当

事者研究が行われている（浦河べてるの家 2002、綾

屋・熊谷 2008, 2010 など）。当事者が自分の障害を

語ることによって、関係者や援助者ではわからなか

った経験が明らかになったり、障害に対する医療的

介入や施策が当事者の視線から評価されたりするよ

うになっている（熊谷 2009、矢吹 2017）。 

サポートデスクに聴覚障害のある社員自身が関わ

る仕組みを作る、自由記述で提案されているように、

聴覚障害のある社員がそれぞれの職場で自らの聞こ

えや使いやすいコミュニケーション方法を説明する

機会を設けるなども一案だろう。多様性のある聴覚

障害を自らで説明することによって、周囲の社員の

理解も増し、日常的なコミュニケーションが行われ

る可能性が高まるのではないか。 

次に、聴者の社員に対する教育である５）。筆者の

提案は、すでに行われている手話講習の目的を、手

話能力を高めることではなく、「異なる視点の可能

性に気づき」（木村 2016）、「相手と交流するため

に、状況、目的、そして相手の言語レパートリーに

合わせて、自身の能力を調整し、意味を交渉する術

を学ぶ」（久保田 2015；p.35）ことに置くのはどう

かということだ。これは、以下のようなコミュニケ

ーション観に基づいている。近年、言語教育学の間

では、コミュニケーションとは「色、話し言葉、書

き言葉、ジェスチャー、匂い、音楽など、意味を作

る手段に関わる資源や、それらが組み合わされたも

の」であり（尾辻 2019; 422）、言語はそのための

「リソースの一つ」（リー, 2021; p.6）だという考

え方がある。一般的に、異なる言語の人同士がコミ

ュニケーションをすると、媒介語がなければ通じな

いと思われがちだが、相手の言語、表情、イラスト、

指差し、言い換えなど、実際には、さまざまなコミ

ュニケーションストラテジーを使って、コミュニケ

ーションが行われている（木村 2016）。日常的なコ

ミュニケ―ション手段ではない方法でコミュニケー

ションすることは、非効率的ではあるが、そこには

創造的にコミュニケーションを行う喜びや、楽しさ

がある。 

研修の具体像を描くことは、筆者にはまだ難しい

が、通常の音声日本語を中心としたコミュニケーシ

ョンではなく、表情やジェスチャーを含む、いろい

ろな手段を用いることによって、「言語の用法など

の、行動規範やルールに従うか無視するかを選んだ

り、新しいものと古いもの、伝統的なものと新奇な

もの、許容できるものと挑戦すべきものの間の境界

線を動かしたり壊したりする能力」（リー, 2021; 

p.12）を育成し、聴覚障害のある社員とより柔軟に

コミュニケーションすることができるのではないか。 

 多くの外国語学習者が経験しているように、自分

のいつものコミュニケーションを超え、伝え方を創

造することは楽しい。この活動を通じて、異なるコ

ミュニケーションに対する耐性がつき、コミュニケ

ーションの方法は一つではないことが実感されるの
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ではないか。音声日本語のコミュニケーションは同

じように行われていると考えられているが、その内

部には豊かな方言、世代差、個人差がある。自分と

は異なるコミュニケーションをする人に寛容な心を

育てることによって、聴者の社員にとっても働きや

すい職場になると考える。 

  

4．おわりに 

 

中島（2016）には、「手話をがんばって覚えてく

ださい、というのではないのです。ただ、少しでも

手話をしてくれると、すごくうれしいのです。コミ

ュニケーションの方法は手話だけではありません。

筆談もあるし、メールなどもある。わたしは、みん

なといっしょに笑いたい。」という、ある会社で働

くろう者の言葉が載っている。 

本稿によって、多文化化、多言語化する職場の中

で、音声日本語だけを優先するのではなく、さまざ

まな手段を使ってコミュニケーションを行おうとい

う、一見、非効率的なコミュニケ－ションの中に、

そして伝えようという意図の中にこそ、働きやすく、

働きがいのある職場へのヒントが隠されていること

を実感した。本稿の成果が、Z 社で働く聴覚障害の

ある社員の人々に、そして、聴覚障害を持ちながら

働く人々に、多文化多言語化する職場で働く人々の

一助になれば幸いである。 

 

謝辞：快く調査に応じてくださった Z 社の聴覚障害

のある社員のみなさま、人事部および手話サークル

の皆様に感謝いたします。本研究は、広島大学女性

研究者特定共同研究助成の成果である。 

 

注 

１）なお、ここでいう聴覚障害者とは、Z 社が障害者

手帳などで障害者として認定している者であり、

その中には聞こえる程度、補聴器や人工内耳など

の補助具の使用、それまでの教育歴、聴力を失っ

た時期、手話能力、口話能力、読唇能力、それぞ

れの障害者のアイデンティティなどさまざまな

多様性がある。 

２）この情報は 2019 年度下半期現在の状況である。 

３）安田・石田（2000）は、社内の人的なつながり

（ネットワーク）は、「社会的資本」としての

機能を持ち、何等かの価値のある情報が提供さ

れ、職場に対する意識に影響を与えているとい

う。 

４）清水（2017）は、「気候、道楽、ニュース、旅、

知人、家族、健康、仕事、ファッション、グル

メ、住まい（キドニタチカケシ衣食住）」を雑

談でよく用いられるトピックとして紹介してい

る。 

５）脱稿後に、(株)Silence Voice により、言語を

用いないコミュニケーションスキル向上のため

の研修 DENSHIN が開発されていることを知った。 
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図３ 聴覚障害のある社員が望むこと 


